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1．社会福祉法人指導監査における主な
指摘事項について
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（１）令和４年度の指摘内容について
経理規程の内容が法令等に基づいた内容になっていないものや契約手続

きの基本的な取扱いに関するものが多かった。

〇 文書指摘 ４４．４％
〇 口頭指摘 ６３．５％

社会福祉法人指導監査における
主な指摘事項について（経理）
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社会福祉法人指導監査における主な指摘事項

経理規程
経理規程について、改正後の社会福祉法人会計基準の定め等に一部抵触している
・令和2年9月11日に公布された「社会福祉法人会計基準の一部を改正する省令（令和2年厚

生労働省令第157号）」により、社会福祉法人会計基準第29条に「15 合併又は事業の譲渡
若しくは譲受けが行われた場合には、その旨及び概要」という項目が追加されたため、
経理規程（モデル経理規程の場合は第62条第1項）にこの項目を追記ください。
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１ 経理規程
（注記事項）
第62条 計算書類には、次の注記事項を記載

しなければならない。
（１）～（１６）まで記載する必要があ
る。

２ 法人全体で記載する注記
「15 合併又は事業の譲渡若しくは譲受
けが行われた場合には、その旨及び概
要」の項目を含め１６項目記載する必要

がある。



社会福祉法人指導監査における主な指摘事項

経理規程
経理規程について、改正後の社会福祉法及び法人定款の定め等に一部抵触している
・基本財産処分の処分、計算書類等の承認に係る規定等、社会福祉法改正に伴い変更が

必要な項目について、モデル経理規程等を参考に、必要な修正を行うこと。
・租税特別措置法の特例を受ける定款を定めた法人については、さらに事業計画、予算の
事前作成、補正予算及び臨機の措置、基本財産の増減、についても、定款に即した内容
に修正しておくこと。

経理規程
経理規程と定款の不整合
・経理規程について、予算の作成に関する定めが、定款との整合性がとれていない。
定款との整合性をとること。

・定款に記載のあるＡ事業について、会計帳簿等では拠点区分を設けてあったが、経理
規程にはその拠点区分が記載されていないので、拠点区分を追加する修正を行うこと。

・経理規程に収益事業を行っていないにもかかわらず、収益事業の記載があるので、修正
すること。
〇経理規程
（事業区分、拠点区分及びサービス区分）
第６条 事業区分は社会福祉事業、公益事業及び収益事業とする。

5



社会福祉法人指導監査における主な指摘事項

会計責任者等の任命
会計責任者及び出納職員について、理事長が任命したことが確認できない

・会計責任者、出納職員等は理事長が任命すること。
・辞令を交付する等により、理事長が任命したことがわかるようにしておくこと。
・また、各々の業務の内容についても明らかにしておくこと。

入札
入札において、理事１名のみが立ち会っている
・入札を行う際は①監事や、②複数の理事（理事長を除く）及び③評議員が立ち会ったう
えで、立会者は開札調書に署名すること。
※①、②及び③すべてが立ち会う必要がある。

契約
随意契約について、

・経理規程の合理的な理由により随意契約となる場合は、その根拠・理由について記録して

ください。
例：経理規程第７４条第１項第１号に基づき随意契約とする。←１０００万円以下の契約

経理規程第７４条第４項に基づき２社から見積書を徴する。←１６０万以下の物品購入
6



契約
単独随意契約の合理的理由が認められないものがあった
・随意契約を行う場合は、経理規程の定めに従い、予定価格に応じ３社以上又は２社以上の
業者から見積りを徴し、価格比較を行うこと。

・なお、契約の性質により単独見積り徴取となる場合は、その合理的理由を明確にして
おくこと。
※ 経理規程細則等で単独見積り徴取により契約することができる金額をあらかじめ定め

ておくことが望ましい。
（例：10万円を超えない契約をするとき など）

契約
自動更新となっている契約について、契約額や契約内容の妥当性等について検討さ

れていない

・業務委託契約で自動更新となっている契約についても、契約期間を更新する際は、契約の

妥当性について検討し、決裁を行う等、更新の意思を明確にすること。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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契約

継続的な契約において、契約更新の妥当性の検討がなされていない。

・継続的な業務委託契約において、見積書が取られていない案件が見られます。

契約の更新の都度、見積書を徴するなど、契約の妥当性を検討してください。
・合理的な理由により年間委託契約の契約更新決裁を単独随意契約で行う場合は、その根拠・
理由を記載したうえで年間委託契約の更新決裁を行ってください。

・年間委託契約の契約更新する場合は、定期的に見積を徴し価格が適当か確認するなど、適正
な契約の維持に努めてください。

契約書の作成
土地の賃貸借において、契約書や契約伺いの作成が行われていない。
・駐車場用地として、土地の賃貸借による支出が行われていますが、契約書等がなく根拠が
不明瞭となっています。
契約書及び契約伺いの作成など契約の意思決定過程を明確にしてください。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項



契約書の作成
契約書の作成を省略できると定めた額を超えているにもかかわらず契約書が作成され

ていない
・経理規定により、契約書の作成を省略することができるとされた額を超える契約を行なう
場合は契約書を作成すること。

・契約書の作成を省略することができるとされた額を超えるのは、１契約の金額とすること。
例：経理規程では１００万円を超えた場合は契約書の作成が必要

１１万円のパソコンを１０台まとめて購入、合計１１０万円
× パソコン１台あたり１１万円なので契約書の作成は不要
〇 １契約あたりの合計額が１００万円を超えたら契約書の作成が必要

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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社会福祉法人指導監査における主な指摘事項

予算管理
予算額を超えて支出が行われ、予算に軽微とは言えない乖離のある勘定科目がある
・年度途中で予算との乖離等が見込まれる場合は、必要な収入及び支出について補正予算を

編成すること。
※ 乖離額等が法人の運営に支障がなく、軽微な範囲にとどまる場合はこの限りではない

予算管理
勘定科目の大区分で予算流用が行われ、予算の補正が行われていない。
・勘定科目の大区分で予算流用を行ってありますが、大区分で予算流用が生じるときは
理事会の補正予算の承認を得る必要があるので、今後は理事会で補正予算の承認を得る
こと。

共通経費の配分
共通経費について、各サービス区分に配分されていない
・人件費、水道光熱費、減価償却費等、事業区分又は拠点区分又はサービス区分に
共通する支出及び費用については、合理的な基準に基づいて配分すること。
※ どのような配分方法を用いたか分かるように記録しておくこと。
※ 一度選択した配分基準は原則として変更しないこと。 10



月次試算表
各拠点区分ごとの作成に併せて法人全体の月次試算表を作成していない。
また、翌月〇日までに理事長に提出していない。
・各拠点区分ごとの月次試算表に基づき、事業区分合計及び法人合計の月次試算表を作成し、
経理規程に定められた日までに理事長に提出すること。

会計処理
利用者等外給食費（費用）の計上漏れ。
・職員に提供した給食について、事業活動報告書の利用者等外給食収益（収益）には記載されて
いるが利用者等外給食費（費用）には記載されていないので、適当な方法で案分する等により
利用者等外給食費（費用）に計上するよう助言した。

内部統制
内部統制に配慮した体制になっていない。
・理事長が法人本部拠点区分の出納職員及び会計責任者を担っているため、法人本部の資金等の
管理に関して内部牽制に配慮した体制が整備されていませんでした。出納職員を置くなど、
内部牽制に配慮した体制を整備してください。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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社会福祉法人指導監査における主な指摘事項

小口現金
小口現金について、経理規程に沿った運用を行っていない。

・小口現金について、毎月末日に不足分を充足するように規定してありますが、実際の運
用は、必要に応じて随時補充がなされています。
経理規程に沿った運用を行うようにしてください。

現金管理
利用者からの現金収受にかかる現金出納帳が整備されていない。
・利用料等の現金収受については、現金出納帳を整備し、適正な管理を行うこと。

財産目録
財産目録が従来の旧様式で作成されている。財産目録の記載要領に一部不備がある。
・国通知で定められた様式で作成すること。
・国通知の記載上の留意事項に従い次のとおり作成すること。

預金・・・金融機関及び支店名を記載
車両運搬具・・・会社名及び車種を記載
拠点区分ごとに記載するのは土地及び建物とすること
各資産の使用目的を簡潔に記載すること
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社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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内部取引消去
内部取引消去が行われていない
【事業区分間取引】
・事業区分間取引により生じる内部取引高は、資金収支内訳表（第一号第二様式）及び事業活動
内訳表（第ニ号第二様式）において相殺消去すること。

・事業区分間における内部貸借取引の残高は、貸借対照表内訳表（第三号第二様式）において
相殺消去すること。

【拠点区分間取引】
・拠点区分間取引により生じる内部取引高は、事業区分資金収支内訳表（第一号第三様式）及び
事業区分事業活動内訳表（第二号第三様式）において相殺消去すること。

・拠点区分間における内部貸借取引の残高は、事業区分貸借対照表内訳表（第三号第三様式）に
おいて相殺消去すること。

【サービス区分間取引】
・サービス区分間取引により生じる内部取引高は、拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）及び
拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）において相殺消去すること。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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計算書類
計算書類の勘定科目が法令どおりに記載されていない
【会計基準省令に定めのある様式】
・第一号第一～第三様式、第二号第一～第三様式・・・勘定科目の大区分のみを記載
・第一号第四様式、第ニ号第四様式・・・勘定科目の小区分までを記載
・第三号第一～第四様式・・・勘定科目の中区分までを記載

【運用上の取扱いに定めのある様式】
・別紙３⑩及び別紙３⑪・・・勘定科目の小区分までを記載

附属明細書
法人全体で作成する附属明細書について、拠点区分ごとの金額を記載すべき欄に

サービス区分ごとの金額が記載してある
・法人全体で作成する以下の付属明細書については、拠点区分ごとの内訳が明記されていること。
借入金明細書、寄附金収益明細書、補助金事業等収益明細書、事業区分間及び拠点区分繰入金
明細書、事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）明細書、基本金明細書、国庫補助金等
特別積立金明細書

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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国庫補助金等特別積立金への積立
日本財団からの助成金について、国庫補助金等特別積立金の計上が行われていない
・民間公益補助事業による助成金も対象となるため、国庫補助金等特別積立金に係る必要な
処理を行うこと

国庫補助金等特別積立金の取崩し
国庫補助金等特別積立金の取崩し処理が不適切
・積立ての対象となった基本財産等が廃棄又は売却された場合は、当該資産に相当する国庫補助
金等特別積立金の額を取崩し、事業活動計算書の特別費用に控除項目として計上すること。

・事業活動計算書と附属明細書（国庫補助金等特別積立金明細書及び基本財産及びその他の固定

資産（有形・無形固定資産）の明細書）の金額が一致すること。

賞与引当金
賞与引当金が計上されていない
・引当金の要件（以下の４つ）を満たす場合は、賞与引当金を計上すること。

将来特定の費用又は損失であること
発生が当期以前の事象に起因すること
発生可能性が高いこと
金額を合理的に見積り可能なこと

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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退職給付引当金
職員に係る法人独自の退職給付制度について、退職給付引当金として計上していない

・職員に係る法人独自の退職給付制度について、将来支給する退職金のうち、当該会計年度末
までに発生していると認められる金額を退職給付引当金として計上すること。

熊本県社会福祉協議会が実施する熊本県民間社会福祉事業従事者退職共済制度に加入
しているが、必要な会計処理が行われていない

・熊本県社会福祉協議会が実施する熊本県民間社会福祉事業従事者退職共済制度に加入してい
る場合は、原則法又は簡便法により所要額を退職給付引当金及び退職給付引当資産として
計上すること。

役員退職慰労引当金
理事長（役員）の退職金所要額が、積立金に計上されている

・役員に対して将来支給する退職慰労金は、積立金（剰余金の処分）ではなく、当該会計年度
末までに負担すべき額を見積り、役員退職慰労引当金（負債）として計上すること

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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基本財産以外の資産の処分
基本財産以外の固定資産を売却又は廃棄する際、理事長の承認が得られていない
・基本財産以外の固定資産を売却又は廃棄する場合は、経理規程に基づき、物品不用決定調書等
により事前に理事長の承認を得ること。

※ 法人運営に重大な影響があるものについては理事会の承認が必要。

積立金・前期末支払資金残高等
当期末支払資金残高が当該年度の委託費収入の30％を超えている
・当期末支払資金残高は、委託費の適正な執行により適正な保育所運営が確保されたうえで、
長期的に安定した経営を確保するために将来発生が見込まれる経費を計画的に積み立てた結
果として保有するものであり、過大な保有を防止する観点から、当該年度の委託費収入の
３０％以下となるようにすること。

委託費の弾力運用について使用計画を作成せずに積立金が計上されている
・使用計画を作成の上、長期的に安定した経営を確保するため将来発生が見込まれる経費とし
て積立てを行うこと。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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附属明細書
附属明細書及び計算書類が整合していない
・附属明細書及び計算書類が整合しているか、確認すること。
・１年以内に支払期限が到来するものは流動負債へ計上すること。
・附属明細書への計上漏れがないか確認すること。
・施設整備積立金を計上する場合は、同額の積立資産（固定資産）を計上すること。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項
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＜主な根拠法令等＞

・社会福祉法
・社会福祉法人の認可について（局長通知）
・社会福祉法人の認可について（課長通知）
・社会福祉法人会計基準
・社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の
取扱いについて（局長通知）

・社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の
留意事項について（課長通知）

・社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び
指導について
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＜熊本県庁ホームページ＞

熊本県庁ホームページに社会福祉法人会計基準・経理規程等を掲載していますの
で、御参照ください。
ＵＲＬ：https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/34/162463.html
ホーム > 組織でさがす > 健康福祉部 > 社会福祉課 > 社会福祉法人会計基準等について
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御清聴ありがとうございました


